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JPIC（一般財団法人出版文化産業振興財団）の主催により開催した出版業界関係者など 27 名による視察は、

在日フランス大使館のサポートにより、2025 年７月 3日～5日までパリを中心に関係機関を訪問した。 

 

【訪問スケジュール】 

７月３日（木） 

9h – 9h20 開会の式典 

フランス文化省  

在フランス日本国大使館  

広報文化公使 山谷裕幸氏 

JPIC 近藤理事長 挨拶 

会場 :サロン・デ・マレショー 

主催：フランス文化省 

 

セッション１：書籍と読書に関する公共政策  

10h15 – 11h フランス文化省 

 
書籍の公共政策 : 

- 国家的優先事項 

- 支援制度 

- 法制度  

11h – 11h45 フランス国立書籍センター (CNL) 

 

浅羽信行氏 報告 

大日本印刷常務執行役員 

- フランスの文学イベントの多様性 

- 書店員研修支援制度 

- CNL の助成制度 

- フランス人の読書動向バロメーター 

11h45-12h15 DRAC Ile de France 

 

- 地方自治体における書籍と読書政策 

展開 

12h15-12h30 FILL 

 

- 書籍と読書観測所 

-地方の書店のための戦略 

12h30-12h45 アンスティチュ・フランセ本部 

 

フランスの書籍海外展開支援策 

 

午後 : セッション 2 : その他の関係機関と支援体制  

14h15-15h フランス国立図書館（BNF） 

 

会場 : フランス国立図書館リシュリュー館 

国立図書館（BNF）主催国立図書館による歓

迎と紹介 

 

14h45 – 16h ADELC （創作系書店振興協会） 

 

SOFIA 

 

創作系書店支援：出版者によって設立さ

れた団体――編集コンテンツの維持と創

作出版の擁護を目的として 

著作権管理団体の紹介 

16h –16h30 

 

2 グループに分けて各班に通訳１名 リシュリュー館ガイド付き見学 

16h30 –17h30  GALERIE VIVIENNE 

パッサージュ見学 

文学的散策（徒歩で見学） 

17h30 – 18h ICI LIBRAIRIE 独立系書店 

 

書店カフェ見学 
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7 月 4日（金） 

セッション３：独立系書店のエコシステム 会場 :オテル・ド・マッサ 

フランス書店協会主宰 

9h – 9h10 フランス書店協会（SLF） 

公式歓迎の挨拶 

 

スピーチ 

 

9h10 – 9h20 JPIC 

大垣守弘氏 報告 

大垣書店代表取締役会長 

書店の再活性化に向けた日本の課題紹介 

9h20 – 10h30 フランス書店協会（SLF） フランス書店協会 

全体像紹介： 

 フランスにおける書店エコシステム（出版

社、取次、公共支援制度など）書店観測所

の任務 

 

地方の大型書店の現場から 

― 多様化の必要性、自治体との関係、地域

社会における書店の役割 ― 

   

パリ郊外で書店を営むということ 

― 出版社、取次会社、流通業者との関係構

築における課題 ― 

10h30 – 10h45 書店の学校（研修機関） 

 

書店・出版分野における人材育成 

― 書店業務に関する研修制度とその 

重要性とインパクト 

10h45 – 12h PARIS LIBRAIRIES  

パリの書店ネットワーク 

 

書店ネットワークのかたち :  

― 地域書店協会 

―専門書店グループの役割  

 

 

午後  セッション４：書籍流通網における関係 会場：フランス出版協会 緑の間 

115 Bd Saint-Germain, 75006 Paris 

14h30 – 15h30 フランス出版協会(SNE) 

 

宮原博昭氏 報告  

日本雑誌協会理事長 

学研ホールディングス社長 

 

フランス出版社協会（SNE）の発表 

 紹介および出版市場の主要統計 

 

日本の出版社団体の紹介 

日本の出版業界の現状と、協会の役割につ

いての簡単な紹介。 

 

フランス出版協会の重要課題 

―環境移行（エコ・トランジション） 

―古書・中古本の取り扱い  

―人工知能（AI）との関係       
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15h30 – 16h30 ARCOM（視聴覚・デジタル通信規制機

構） 

 

バンドデシネ（BD）部門代表 

 法務部ディレクター（SNE） 

 

菅間徹氏 報告 

講談社                

「マンガ」関連課題と海賊版対策 

 

 

フランス出版協会 5 分発表 

 

日本から 10 分発表 

16h30 – 17h アシェット・ディストリビューション

社 

 

 

商業と流通 

Filéas, 

販売追跡の新しいポータル  

 

出版の流通・取次に関する対話 

日本とフランス 

ビジネスモデル 

 

日本側から質問 

17h00 -17h20 FRANCE LIVRE  

 

17h20 – 17h45 小さな読書チャンピョン事業責任者 

 

LIVRE PARIS  

コンサルタント 

 

 

SNE が実施する書籍プロモーション活動 

- 小さな読書チャンピオン 

 

Festival du livre de Paris 

パリ・ブックフェスティバルについて 

 

 

7 月 5日（土） 

セッション５：ジャパンエキスポ及び書店視察 会場 : ノールヴィルパント見本市会場 

10h – 11h ジャパンエキスポ主催者 

 

歴史と概要説明 

 

11h00 – 12h30 会場視察 それぞれ、時間まで会場視察 

12h30‐ 書店見学 郊外及びカルチェラタン周辺他 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
  



4 
 

 

本視察は、フランスにおける出版文化政策、独立系書店支援、若年層の読書促進など多岐にわたる分

野の取り組みを現地で調査し、今後の日本の政策形成や文化振興に活かすことを目的として行われ

た。参加者は出版業界関係者など 27 名で構成され、パリを中心に 2025 年 7 月３日（木）～5 日

（土）までの期間で関係機関やジャパンエキスポを訪問した。 

視察の結果、フランスの文化政策は、法律・支援制度・地域連携・国際展開まで広範囲に及び、出版

文化を守る包括的な仕組みを構築しており、日本においても、書店支援（創業・改装・事業継承）は

もとより 出版社支援、著者支援、翻訳出版支援や文化イベント支援（読書推進・作家招聘等）など統

合的戦略の検討が求められると感じた。 

また、実際にフランスに伺い出版協会や書店協会などのお話を伺うと、国の支援に答えるべく自ら相

当な努力をして支援の継続を勝ち取っており、ただ国や自治体からの支援に頼らず、自ら様々な取り

組みにチャレンジし続けることが重要だと改めて感じた。 

 

以下、フランスの出版文化政策における取り組みのポイントを紹介する。 

出版文化政策と書籍支援の基本構造 

フランスの出版文化政策は、文化省（Ministère de la Culture）を中心とし、国立書籍センター

（CNL）と地域文化事務局（DRAC）が連携して構築されている。出版は文化遺産として捉えられてお

り、多様性とアクセス性の確保が重視されている。特に、図書館、刑務所、医療施設におけるアクセ

ス保障が制度化されている。 

出版・書店政策の法制度と支援 

1981 年に制定された書籍の固定価格制度は、現在でもフランスの出版業界の根幹を成している。著作

権者の保護と小規模書店の存続を支えるため、貸出権制度（SOFIA による管理）や、電子書籍、古書に

対する制度も整備されている。また、AIの台頭により新たな法的対応も進行中である。 

国立書籍センター（CNL）の取り組み 

CNL は文化省のもとに設置された専門機関で、著者、出版社、書店、イベント主催者への支援を担って

いる。支援は 24 種以上に分かれ、著者支援（20%）、出版社支援（20～25%）、書店支援（25%）が柱

である。また、青少年向けの読書促進施策や、読書キャンペーン「読書の夜」などの社会的な啓発活

動も展開している。 

DRAC（地域文化事務局）と地域連携 

DRAC は CNL の方針を地域に実装する役割を持つ。地方の書店や出版社、図書館などに対して助成を行

い、地域文化の多様性を支えている。CNL との補完関係にあり、地方自治体や教育機関と協働して「作

家と生徒の出会い」プロジェクトなども推進している。 
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独立系書店の支援と現状 

フランスでは独立系書店が販売数の約 40%を占めており、地域の文化インフラとして重要な役割を果た

している。書店協会（SLF）はネットワーク形成や書店支援、返品率低下の取り組みなどを行ってい

る。書店は地域コミュニティとの連携が強く、文化イベントや子ども向けアトリエの開催も一般的で

ある。 

ADELC の独立書店支援 

ADELC は 1981 年に設立された非営利団体で、中小書店への出資・資本支援を行っている。売上の

0.15%を会費とし、文化省や CNL の支援も受けて運営されている。書店の創業、事業継承、改装支援な

どを通じて、全国の書店インフラの維持を図っている。 

書店員の育成と書店学校 

書店学校（École de la librairie）は、書店員の専門教育と研修を担う組織であり、フランス全国の

書店が会員となって運営している。書店での実地研修と理論教育を組み合わせたカリキュラムが整備

されており、転職者向けの短期研修も提供されている。 

公共図書館と青少年読書支援 

国立図書館（BNF）の青少年文学センター（CNLJ）は、児童書・漫画などを通じた読書教育の中核機関

である。図書館を拠点とした「読書の夜」「夏休み読書推進」などのイベントが行われている。学校

図書館では漫画導入に関する議論も進んでおり、読書の多様化を模索している。 

アンスティチュ・フランセの国際活動 

アンスティチュ・フランセは、フランス語とフランス文化を海外に紹介する文化機関で、翻訳支援、

著作権譲渡支援、国際ブックフェアへの出展などを行っている。2025 年は「漫画」を重点分野として

国際的なプロモーションが進められる予定である。 

出版社の取り組みと SNE の役割 

フランス出版協会（SNE）は 750 社以上の出版社が加盟する業界団体で、政策提言、環境対策、古書市

場への対応、AI対策など多岐にわたる課題に取り組んでいる。書籍販売データ可視化プラットフォー

ム「フィレアス」は著者や出版社にリアルタイムな情報を提供するツールとして注目されている。 

コミック・漫画市場の拡大と課題 

フランスの漫画市場は急成長を遂げており、日本の漫画がジャンル内の半数を占めている。『ワンピ

ース』は年間 400 万部を売り上げるなど人気が高い。一方で、海賊版対策が課題であり、ARCOM などと

連携して不正サイトへの法的対応が進められている。 
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書籍流通と物流の構造 

フランスでは出版会社と書店の間に流通会社が入り、効率的な配送が行われている。集中物流ハブ

「プリスム」により、注文から納品まで 24～48 時間という迅速な流通体制が整っている。返品率削減

や在庫管理のデジタル化も進められている。 

著作権団体ソフィアと貸出権制度 

ソフィアはフランスの文筆著作権者団体で、図書館貸出権、私的複製補償、絶版本の電子化再利用に

関する権利を管理している。貸出補償は著者・出版社に均等に分配され、文化活動にも資金が活用さ

れている。 

視聴覚・デジタル通信規制機構（ARCOM）の対応 

ARCOM はフランスの視聴覚・デジタル通信を監視・規制する機関で、海賊版サイトの監視・ブロックな

どを行っている。若年層の漫画・アニメのオンライン視聴の実態調査も進められており、出版社と連

携した法的措置が講じられている。 

ジャパンエキスポの視察 

半日だけ Japan Expo を視察することが出来た。 

Japan Expo は今年で 24 回目、大変忙しい中、主催者の代表から直接、イベントの歴史や開催経緯につ

いてご説明をいただいた後、各自で視察を実施。25 万人を超えるというその熱気とノールヴィルパン

ト見本市会場の規模感に圧倒された。 

マンガ、アニメだけでなく、展示は実に多彩で、アニメやマンガといったポップカルチャーのみなら

ず、茶道・折り紙・書道といった伝統文化まで幅広く紹介されていた。 

特にフランスの方は、漫画についても「紙の本」という物自体に対してのリスペクトが強いというこ

とを感じた。 

また印象的だったのは、フランスの若者がポップカルチャーや食を入口として、日本の歴史や伝統、

さらには人々の暮らしにまで関心を広げていた点。 

Japan Expo の視察を通じ、日本文化が多角的に紹介され、世界中の幅広い層に受け入れられているこ

とを実感した。  
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フランスの出版文化政策 機関・組織別レポート 

 

フランス文化省  

 書籍市場はフランスでも不調で、回復を目指している。 

 若者の読書離れが深刻。特に 15〜20 歳に関して、コミックの読書経験が 1993 年には 73％だったの

に対し、2018 年には 41％まで低下。 

 日本の漫画文化はフランスで重要な位置を占めており、両国間のコミック文化のつながりを重視し

ている。 

 フランスでも書籍の価格規制を導入しており、書店の保護を図っている。 

 東京ブックフェアなどでフランス書籍を日本に発信。 

 アンスティチュ・フランセでは、非フランス語話者にも文化を伝える活動を日本の出版社と協力し

て行っている。 

 書籍は「文化遺産」として国・自治体が協働して保護。 

 アクセス困難な人々（入院患者、障がい者、受刑者）への書籍提供に力を入れている。 

 出版文化の「多様性・独創性」を守るため、3 つの支援手段を提示： 

1. 法律・規制（価格固定等） 

2. 補助金（各プレイヤーに対する支援） 

3. 統計・研究（政策判断の材料） 

 固定価格制（1981 年制定）Lang 法は全土で適用。書店保護、著作権保護が目的。 

 電子書籍も固定価格制度を適用。紙の書籍の 5％ほどが電子。 

 Amazon などへの対抗策として送料無料制限（一定額以上は送料有料）を導入。 

 図書館の本の貸出に伴う著作権料を作家・出版社へ分配（ソフィアによる）。 

 

CNL（フランス国立書籍センター） 

 80 年以上の歴史を持つ、文化省傘下の機関。 

 書籍に関わるプレイヤーへの支援（著者・出版社・書店等）を 24 種類展開： 

o 著者支援（予算の 20％） 

o 出版社支援（多様性重視、20〜25％） 

o 書店支援（3500 店、個別補助） 

o イベント支援（地方イベント、創作奨励） 

 若者の読書離れに対応： 

o 教育省と協力し、課外活動に著者との出会いの機会を設ける。 

o 「読書の夜」「夏の読書キャンペーン」「毎日 15 分読書運動」などを推進。 
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DRAC（地域文化事務局） 

 DRAC は文化省の地域実施機関として、CNL と連携して活動。 

 地域独自のニーズに応じた支援を提供（小規模書店、翻訳家、文化イベント）。 

 DRAC が支援を加えることで CNL 支援の補完的役割を担う。 

 年間予算：1500 万ユーロ、2024 年には 22 件の契約（地方自治体と共同）に 85万ユーロ支出。 

 SNS 利用制限（15 歳以下）を検討。読書習慣育成の新方針も展開。 

 読書の減少は知識・想像力・思いやりの喪失につながると警鐘。 

 

FILL（地方書籍・読書連盟） 

 全国の 1,800 書店、15,000 図書館を対象に支援を行う連盟。 

 売上の少ない書店への支援制度あり。 

 地方出版フェア、作家招致、再構築支援、オンライン販売支援等、多様な施策を展開。 

 在庫購入支援やプロ向けイベントへの参加支援も実施。 

 

アンスティチュ・フランセ パリ本部  

 フランス文化の海外発信機関として、翻訳・プロモーションを支援。 

 1987 年から 2万 6千点の書籍が 80カ国で翻訳。 

 著作権譲渡や文化イベントでの著者招待も実施。 

 毎年 1分野を重点的にプロモート（2025 年は「漫画」）。 

 

フランス国立図書館（BNF） 青少年文学センター 

 児童文学専門のセンター。日本の漫画を重要なジャンルとして位置づけ。 

 フランスは世界で 2番目に漫画読者が多い。 

 「書籍の愛好家・漫画マニア」向けの研修プログラムを実施。 

 年齢層・表現内容（暴力・性描写）に基づいた選定基準を適用。 

 図書館への導入は教育的側面よりも「面白さ」や「新しい視点」を重視。 

 

フランス国立図書館（BNF） 日本語・日本文学コレクション担当 

 日本の古典から現代までを収集（例：巻物、文学）。 

 年間 450 冊の日本語書籍を購入、仕入れは一誠堂書店。 

 雑誌 20 種類、閲覧室には学習レベルと研究レベルの 2段階あり。 
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ADELC（創造的書店振興協会） 

 1981 年設立、独立系書店を支援する非営利団体。資本出資型。 

 最大出資率 5％。金利なし・返済順位が最も遅く、書店に優しい制度。 

 資金源：会費（売上の 0.15％）、寄付、CNL補助金（700 万ユーロ）。 

 データリブ（販売・在庫の見える化）を活用し、350 書店と日常的に連携。 

 書店継承や開業、再建への出資支援を行っている。 

 

ソフィア（SOFIA）– フランス文筆著作権者団体 

 図書館での貸出権、私的複製報酬、絶版本の電子利用権を管理。 

 書籍価格の 6％を書籍の販売者から徴収 → 著者・出版社に 50％ずつ分配。 

 公共図書館の登録者 1 人あたり年 1.50 ユーロ徴収。国の税金より。 

 年間支払額：著作権者へ 31億円以上（2022 年度実績）。 

 私的複製報酬（iPhone 等機器から徴収）：2024 年は 1,678 万ユーロ。 

 絶版本の電子化（162,784 冊）での収益分配も実施。 

 

フランス書店協会（SLF） 

 書籍の販売網は以下の 4つ： 

1. 独立系書店（市場の 40％） 

2. スーパーマーケットの文化コーナー 

3. ハイパーマーケット 

4. インターネット（Amazon 等） 

 独立系書店の数は 20 年前と大きく変化なし（約 3000 店）。 

 地域コミュニティに根差した文化的役割を強調。 

 書籍価格固定制度による価格競争回避を評価。 

 若手書店員の育成を重視。 

 

書店店主 

 書店経営歴 30年、銀行から「死にかけの業種」と言われた経験を共有。 

 CNL や ADELC の支援が書店運営の鍵。 

 書店員は無資格でも可だが、大学・書店学校での研修が一般的。 

 書店員育成の国家的支援体制があり、利子 0％ローン等が利用可能。 
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書店店主 

 貧困地域から文化的再生を果たした町で経営。 

 書店間連携モデル「パリリブレリ」：在庫共有・予約可能。 

 ベルソ（POS 管理ソフト）による業務改善と読者分析を導入。 

 書店が加盟する協会活動の強み：交渉力・連携力・営業支援。 

 流通におけるフランスの特殊性（取次が存在せず、物流ハブ活用）。 

 

書店学校（École de la librairie） 

 書店員のための研修・資格制度を整備。 

 バカロレア（高校卒業資格）後の 3年課程で資格取得。 

 書店・出版・図書館の 3つの専門コースあり。 

 転職希望者向けの短期集中型研修（5週間で 3,000 ユーロ）。 

 書店支援カタログも整備されており、毎年 350 人以上が研修を受講。 

 

GLBD（Canal BD） 

 BD・マンガに特化した独立書店ネットワーク。 

 フランチャイズではなく自主運営型（人的・資金的共有あり）。 

 年間売上 1億ユーロ、販売 300 万冊、雑誌 100 万部。 

 オリジナルの「Canal BD 賞」創設。アングレーム国際漫画祭に関与。 

 高品質な書店運営、販促、インターネット支援を展開。 

 

フランス出版協会（SNE） 

 出版協会 SNE には大手から小規模まで 750 の出版社が加盟。 

 電子書籍の市場占有率は約 3％と低く、紙の本が主流。 

 主要ジャンルは小説（売上の 1/4）、コミックス・漫画が成長分野。 

 2019 年から漫画売上が上昇、日本の漫画がその半数を占める。 

 固定価格制度（1981 年導入）が電子書籍にも適用されたことで、書店ネットワークと出版社の共存

が可能に。 

 現在の 3つの重点課題： 

1. 環境対策：炭素排出・森林伐採への対応、持続可能な出版推進。 

2. 古書問題：市場の 1/5 が古本。著作権保護と販売ルール整備が課題。 

3. 生成 AIへの対応：著作権保護の観点から、法的・政治的介入を検討中。 
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ARCOM（視聴覚・デジタル通信規制機構） 

 海賊版との闘いが主な任務。 

 若者（15〜24歳）の 48％が漫画読者、そのうち 27％がデジタルで読書。 

 フランス国民の 42％がアニメ・漫画をインターネットで視聴している。 

 対策： 

o 違法サイトの調査・遮断。 

o ユーザーの行動データを分析し、啓発活動を実施。 

 

SNE バンド・デシネ・マンガ部会 

 漫画は重要なマーケット。成人でも年間 130ユーロ、若者では 162 ユーロ分の漫画を購入。 

 23％の読者のうち 10％が不正アクセス（主に海賊版サイト経由）。 

 有名な違法サイト例：「あにめさま」（訪問者 150 万人）、「ぽいんとえふあーる」など。 

 海賊版は「価格よりも早さ」が主な動機。 

 ARCOM との連携で、違法サイトのブロックや訴訟対応を進行中。 

 

SNE  

 SNE として海賊版対策に 15年間取り組む。 

 Google の書籍検索（Google Book Search）に対して訴訟を起こし勝訴。 

 違法ドメイン（例：teamalexandres）との訴訟で 95 ドメインを遮断。 

 削除件数： 

o 月間 2万リンク 

o 過去 5年で 200 万件以上削除 

o 合計 3億リンクを削除 

 Facebook などソーシャルメディアへの働きかけも強化。 

 ARCOM との協力強化と法改正による新たな権限獲得を目指す。 

 

SNE「フィレアス」 

 「Filéas」：書籍販売データを可視化する新プラットフォーム（発足 3ヶ月）。 

 目的：著者・翻訳者が自著の販売データにアクセス可能に。 

 機能： 

o 週単位の売上・推定数値にアクセス。 

o 今後は日次売上や在庫データの表示を予定。 

o 10 社以上の出版社、3000 人以上の著者が参加。 

 POS データとの連携（当初は独立系書店→他業態へ拡張予定）。 
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アシェット・リーブルサービス／SNE 書籍流通委員会 委員長 

 アシェットグループの一員で、出版流通部門を担当。 

 顧客：1万 5000〜1 万 7000 店（過去 10 年で横ばい）。 

 書籍流通は独立系出版社にも対応。 

 プリスム（Prisme）という集中物流ハブを活用し効率的な配送を実現。 

 配送日数：注文から 24〜48 時間で納品可能（Amazon に対抗可能）。 

 配送コスト上昇への対応として効率的な積載・トラック使用を実施。 

 小規模出版社の物流代行も実施。 

 

パリ・ブック・マーケット創設者・運営責任者 

 France Livre について 

o 漫画・バンドデシネの担当 

o 国が支援する非営利組織（公的・民間のパートナーと連携） 

o 出版社を集めた組織：100 の団体、300 名の会員（大手から小規模まで） 

o 様々な規模の出版社が共同事業で利益を得る仕組みを構築 

o 創立：1873 年 → 150 周年を迎える 

 活動内容 

o 主な役割は「翻訳権の支援」（輸出ではない） 

o 書籍関連の国際サロンへの参加：年間 7つ（ロンドン、ボローニャ、ソウルなど） 

o 各ジャンルのフランス出版社をまとめて出展 

o サロンではワークショップやアトリエを実施 

 コロナ以降の取り組み 

o 海外出版社がフランスの書籍にアクセスできるオンラインプラットフォームを開発 

o 著者別の情報提供・権利取得支援などを提供 

 フェローシップ・プログラム 

o 海外のエディター（著作権取得のプロ）を 1週間フランスに招待 

o ミーティング、フォーラム、視察を通じてフランス市場を紹介し、関係構築を支援 

 パリ・ブック・マーケット 

o 小規模な国際サロンとして開催 

o 第 4回目（6 月）には、海外から 260 名、フランスから 250 名の出版関係者が参加 

o フランスの著者が自作品を海外エディターに直接紹介する機会となっている 

 

「朗読する小さなチャンピオン」 

 プロジェクトの概要 

o 設立：13年前 

o 対象：8〜10 歳の子ども 

o 内容：学校単位での朗読コンテスト 

o 今年の参加規模：25 万人・8000 クラス（国外からも 700 クラス以上参加） 

 支援体制・運営 

o フランス文化省・教育省が支援 
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o 組織規模：10人（うち 1/3 が公共基金で賄われ、残りは SOFIA などの著作権団体からの支

援） 

 成果と評価 

o 学校参加数は創設時の 4倍に増加 

o 教師の 98％が「生徒が朗読に興味を持った」と回答 

o 教師の 98％が「この活動を同僚に勧めたい」と回答 

 背景と意義 

o 朗読は 1970〜1990 年代に教育課程から消えたが、2000 年以降に復活 

o 教育と文化の接点として、朗読を学校現場に再導入 

 

「パリ書籍フェスティバル」 

 パリ書籍フェスティバルの概要 

o 前身：サロン・デュ・リーブル（1981 年創設） 

o 毎年開催される書籍の一大見本市 

 変革と方向性 

o 名前・形式を変えつつ、単なる展示会を超えた文化イベントへ発展中 

o 多数の著者を招待し、講演・ディスカッションなどを企画 

o 出版社団体（フランス出版協会）と連携した専用会社を設立し、イベント運営体制を刷新 

 特色 

o 名誉招待国制度を継続（2025 年はモロッコ） 

o 来場者数：約 11 万 4000 人 

o 参加出版社：約 450 社 

o 展示面積：21,000 平方メートルに拡大 
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フランス出版文化政策視察メンバー

会社名・団体名 役職 氏名

株式会社大垣書店 代表取締役会⾧ 大垣 守弘

株式会社 くまざわ書店 代表取締役社⾧ 熊沢 真 

株式会社 有隣堂 代表取締役社⾧ 松信 健太郎

日本コンパクトディスク
・ビデオレンタル商業組合

理事⾧
三洋堂書店 代表取締役社⾧

加藤 和裕

日本書籍出版協会
副理事⾧ 国際委員会 委員⾧
中央経済社 代表取締役社⾧

山本 憲央

日本雑誌協会
理事⾧
学研ホールディングス 代表取締役社⾧

宮原 博昭

日本図書普及株式会社 代表取締役社⾧ 平井 茂

Gakken 代表取締役社⾧ 南條 達也

講談社 出版営業本部 本部⾧ 菅間 徹

講談社 社⾧室 室次⾧ 藤田 康雄

集英社 販売部門 役員待遇 澤田 剛

新潮社 社⾧室 部⾧ 私市 憲敬

マガジンハウス 代表取締役社⾧ 鉄尾 周一

大日本印刷株式会社 常務執行役員  浅羽 信行

日本出版学会 上智大学／NPO法人本の学校理事⾧ 柴野 京子

日本出版学会 文教大学 清水 一彦

日本出版学会 群馬県立女子大 山崎隆広

日本出版学会 専修大学 植村 八潮

株式会社読売広告社 不動産ビジネス戦略局⾧ 有山 真

株式会社渡辺潤平社 書店経営者／コピーライター 渡辺 潤平

株式会社トーハン 取締役常務執行役員 堀内 洋一

株式会社トーハン 竹中康子

日本出版販売株式会社
日販グループホールディングス
 代表取締役社⾧

富樫 建

日本出版販売株式会社  マーケティング統括本部 取締役 川田 晃樹 

読売新聞社 文化部 記者 池田 創

出版文化産業振興財団 理事⾧ トーハン会⾧  近藤 敏貴

出版文化産業振興財団 専務理事 松木修一

役職は視察当時 


